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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第53期

第３四半期連結
累計期間

第54期
第３四半期連結

累計期間
第53期

会計期間
自平成27年１月１日
至平成27年９月30日

自平成28年１月１日
至平成28年９月30日

自平成27年１月１日
至平成27年12月31日

売上高 （百万円） 35,956 33,832 48,749

経常利益又は経常損失（△） （百万円） 1,811 △974 2,344

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△）

（百万円） 1,355 △1,260 2,355

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） △44 △3,971 1,060

純資産額 （百万円） 44,710 41,592 45,815

総資産額 （百万円） 58,809 54,464 59,183

１株当たり四半期（当期）純利

益金額又は１株当たり四半期純

損失金額（△）

（円） 81.08 △75.37 140.83

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 75.9 76.3 77.3

 

回次
第53期

第３四半期連結
会計期間

第54期
第３四半期連結

会計期間

会計期間
自平成27年７月１日
至平成27年９月30日

自平成28年７月１日
至平成28年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 53.09 7.93

　（注）１．売上高には、消費税等は含んでおりません。

　２．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

３．第53期第３四半期連結累計期間及び第53期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　第54期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半

期純損失金額であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累

計期間より、「四半期（当期）純利益又は四半期純損失(△)」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純

利益又は親会社株主に帰属する四半期純損失(△)」としております。

５．第54期第１四半期連結累計期間より、金額の表示単位を千円単位から百万円単位に変更しております。な

お、比較を容易にするため、第53期第３四半期連結累計期間及び第53期についても百万円単位で表示してお

ります。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。

 

　(1）業績の状況

　当第３四半期連結累計期間においては、米国では外需低迷の影響に伴う設備投資や輸出の減少が続く中、鈍化

傾向ではあるものの雇用情勢の底堅い回復は途切れておらず、消費者マインドの改善等も背景に、景気の回復局

面が続きました。また、欧州では、英国の欧州連合（ＥＵ）離脱問題の影響による先行き不透明感が拭えない

中、堅調に推移する個人消費が牽引役となり景気の回復を下支えするなど、先進国経済は概ね順調に推移しまし

た。一方、中国やその他新興国経済においては景気の減速に歯止めがかからず、全体として世界経済の回復は緩

慢なものにとどまりました。

　わが国では、雇用情勢は引き続き堅調さを維持しているものの、年初来の円高・株安の進行に伴う消費者マイ

ンドの弱い動きを受けて個人消費が停滞しており、また設備投資や輸出等も依然低調なことから、景気は力強さ

を欠いて推移しました。

　このような状況の下、当第３四半期連結累計期間の売上高は33,832百万円（前年同四半期比5.9％減）、営業

損失117百万円（前年同四半期は営業利益1,154百万円）、経常損失974百万円（前年同四半期は経常利益1,811百

万円)、親会社株主に帰属する四半期純損失1,260百万円（前年同四半期は親会社株主に帰属する四半期純利益

1,355百万円）となりました。

　なお、各セグメントの業績は、次のとおりであります。

 

　①　電気・電子部品事業

　スマートフォンやパソコン需要に幾分回復の兆しが見られたことから、それらに使用されるコネクタ関連の

受注は概ね堅調に推移しました。無線通信に用いられるアンテナ用超小型ＲＦ同軸コネクタについて、ノート

パソコン向けの受注は伸長しましたが、スマートフォン向けの受注が低迷し、直前四半期と同水準で推移しま

した。主にノートパソコンのパネルに使用される細線同軸コネクタは、ノートパソコンの販売が持ち直したこ

とからパソコンメーカーやパネルメーカーからの受注が伸長しました。ＦＰＣ／ＦＦＣコネクタや基板対基板

コネクタは、新開発フルシールドコネクタを搭載したノートパソコンの本格量産が翌四半期に先送りになり、

予定していた受注を獲得するには至らず、伸び悩みました。ＨＤＤ関連部品については、サーバーや外付けＨ

ＤＤ向けの受注は概ね堅調に推移しました。

この結果、当事業の当第３四半期連結累計期間の売上高は19,148百万円（前年同四半期比10.6％減）とな

り、営業利益は521百万円（前年同四半期比79.4％減）となりました。

 

　②　自動車部品事業

　北米市場における自動車販売にやや減速感が見られるものの、中国市場を筆頭に自動車需要全体としては順

調に推移したことから、燃費向上や安全走行に資する回転センサや圧力センサ等の電装部品が伸長しました。

また、耐熱・耐振性に優れ、ＬＥＤヘッドライト等に使用される自社ブランドのＳＭＴコネクタ等は順調に推

移しました。

この結果、当事業の当第３四半期連結累計期間の売上高は13,527百万円（前年同四半期比5.6％増）とな

り、営業利益は898百万円（前年同四半期比227.4％増）となりました。

 

　③　設備事業

　自動車の電装化が進展する中、車載用半導体の需要が増加傾向であることから、車載向けの半導体樹脂封止

装置や金型が伸長しました。また、スマートフォン向けの薄型半導体パッケージの製造に使用される自動テー

プ貼付機の受注にも緩やかながら回復傾向が見られました。

 この結果、当事業の当第３四半期連結累計期間の売上高は1,155百万円（前年同四半期比33.2％減）とな

り、営業利益は13百万円（前年同四半期比51.7％減）となりました。
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　　(2）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

　　(3）研究開発活動

　当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発費は、1,728百万円であります。

　なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 20,000,000

計 20,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成28年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年11月10日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 16,722,800 16,722,800 東京証券取引所市場第一部 単元株式数100株

計 16,722,800 16,722,800 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成28年７月１日～

平成28年９月30日
－ 16,722,800 － 8,522 － 8,046

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成28年６月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

平成28年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 　普通株式       100 － －

完全議決権株式（その他）  普通株式 16,720,300 167,203 －

単元未満株式 普通株式     2,400 － －

発行済株式総数           16,722,800 － －

総株主の議決権 － 167,203 －

 

②【自己株式等】

平成28年９月30日現在
 

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

第一精工株式会社
京都市伏見区桃山町

根来12番地４
           100 －            100              0.00

計 －            100 －            100              0.00

 

 

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

（1）当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号）に基づいて作成しております。

 

（2）当社の四半期連結財務諸表に掲記される科目その他の事項の金額については、従来、千円単位で記載しておりま

したが、第１四半期連結会計期間及び第１四半期連結累計期間より百万円単位をもって記載することに変更しまし

た。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成28年７月１日から平

成28年９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成28年１月１日から平成28年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成27年12月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成28年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 12,932 9,144

受取手形及び売掛金 10,815 10,010

製品 3,753 3,341

仕掛品 1,874 1,963

原材料及び貯蔵品 1,503 1,453

繰延税金資産 362 356

その他 939 989

貸倒引当金 △17 △18

流動資産合計 32,163 27,241

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 13,134 12,418

減価償却累計額 △7,479 △7,284

建物及び構築物（純額） 5,654 5,134

機械装置及び運搬具 31,008 31,993

減価償却累計額 △21,812 △21,985

機械装置及び運搬具（純額） 9,195 10,008

工具、器具及び備品 22,281 22,518

減価償却累計額 △19,787 △19,941

工具、器具及び備品（純額） 2,494 2,576

土地 3,452 3,411

建設仮勘定 5,087 4,702

有形固定資産合計 25,884 25,833

無形固定資産   

その他 419 372

無形固定資産合計 419 372

投資その他の資産   

繰延税金資産 11 19

その他 745 1,035

貸倒引当金 △40 △37

投資その他の資産合計 716 1,016

固定資産合計 27,019 27,222

資産合計 59,183 54,464
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成27年12月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成28年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 2,409 2,133

短期借入金 3,330 3,376

未払法人税等 406 253

賞与引当金 605 1,132

その他 2,746 1,919

流動負債合計 9,498 8,815

固定負債   

長期借入金 1,897 1,873

繰延税金負債 880 677

役員退職慰労引当金 241 255

退職給付に係る負債 337 345

その他 512 903

固定負債合計 3,869 4,056

負債合計 13,367 12,871

純資産の部   

株主資本   

資本金 8,522 8,522

資本剰余金 8,046 8,046

利益剰余金 27,723 26,212

自己株式 △0 △0

株主資本合計 44,293 42,781

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 41 9

為替換算調整勘定 1,276 △1,383

退職給付に係る調整累計額 148 125

その他の包括利益累計額合計 1,466 △1,248

非支配株主持分 55 59

純資産合計 45,815 41,592

負債純資産合計 59,183 54,464
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成27年１月１日
　至　平成27年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成28年１月１日
　至　平成28年９月30日)

売上高 35,956 33,832

売上原価 25,963 25,068

売上総利益 9,993 8,763

販売費及び一般管理費 8,838 8,880

営業利益又は営業損失（△） 1,154 △117

営業外収益   

受取利息及び配当金 31 12

為替差益 293 -

助成金収入 338 309

その他 61 34

営業外収益合計 725 355

営業外費用   

支払利息 44 44

為替差損 - 1,154

その他 24 14

営業外費用合計 68 1,213

経常利益又は経常損失（△） 1,811 △974

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△）
1,811 △974

法人税、住民税及び事業税 639 415

法人税等調整額 △187 △136

法人税等合計 452 278

四半期純利益又は四半期純損失（△） 1,359 △1,252

非支配株主に帰属する四半期純利益 3 7

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△）
1,355 △1,260
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成27年１月１日
　至　平成27年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成28年１月１日
　至　平成28年９月30日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） 1,359 △1,252

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 6 △31

為替換算調整勘定 △1,378 △2,663

退職給付に係る調整額 △31 △23

その他の包括利益合計 △1,403 △2,719

四半期包括利益 △44 △3,971

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △46 △3,975

非支配株主に係る四半期包括利益 1 3
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」という。）、

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」という。）及び

「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基準」という。）等

を第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変動による差額を資本剰余

金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方法に変更しております。ま

た、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分

額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連結財務諸表に反映させる方法に変更しております。加え

て、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変

更を反映させるため、前第３四半期連結累計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表

の組替えを行っております。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（4）、連結会計基準第44－５項（4）及び事業分

離等会計基準第57－４項（4）に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期首時点から将来にわ

たって適用しております。

　これによる損益に与える影響はありません。

 

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第

32号　平成28年６月17日）を第２四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築

物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　これによる損益に与える影響は軽微であります。

 

 

（追加情報）

（法人税率の変更等による影響）

　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一部を改正する等の法律」（平成28

年法律第13号）が平成28年３月31日に公布され、平成28年４月１日以後に開始する連結会計年度から法人税率等の引下げ

が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の

32.8％から平成29年１月１日に開始する連結会計年度及び平成30年１月１日に開始する連結会計年度に解消が見込まれる

一時差異については30.6％に、平成31年１月１日に開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異については、

30.4％となります。

　この税率変更による四半期連結財務諸表に与える影響は軽微であります。

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期連結

累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成27年１月１日
至 平成27年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成28年１月１日
至 平成28年９月30日）

減価償却費 3,689百万円 3,886百万円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成27年１月１日　至　平成27年９月30日）

配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年３月27日

定時株主総会
普通株式 167 10.00  平成26年12月31日  平成27年３月30日 利益剰余金

平成27年８月７日

取締役会
普通株式 83 5.00  平成27年６月30日  平成27年９月７日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成28年１月１日　至　平成28年９月30日）

配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年３月30日

定時株主総会
普通株式 167 10.00  平成27年12月31日  平成28年３月31日 利益剰余金

平成28年８月９日

取締役会
普通株式 83 5.00  平成28年６月30日  平成28年９月５日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成27年１月１日　至　平成27年９月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 
電気・電子部品

事業
自動車部品

事業
設備
事業

計

売上高       

外部顧客への売上高 21,415 12,809 1,730 35,956 - 35,956

セグメント間の内部
売上高又は振替高

255 1 - 257 △257 -

計 21,671 12,811 1,730 36,213 △257 35,956

セグメント利益 2,534 274 28 2,837 △1,682 1,154

（注）１. セグメント利益の調整額△1,682百万円は、セグメント間取引消去９百万円、各報告セグメントに配分して

いない全社費用△1,691百万円が含まれております。

　全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない部門の一般管理費であります。

２. セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成28年１月１日　至　平成28年９月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 
電気・電子部品

事業
自動車部品

事業
設備
事業

計

売上高       

外部顧客への売上高 19,148 13,527 1,155 33,832 - 33,832

セグメント間の内部
売上高又は振替高

282 3 - 286 △286 -

計 19,431 13,531 1,155 34,118 △286 33,832

セグメント利益 521 898 13 1,433 △1,550 △117

（注）１. セグメント利益の調整額△1,550百万円は、セグメント間取引消去10百万円、各報告セグメントに配分して

いない全社費用△1,561百万円が含まれております。

　全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない部門の一般管理費であります。

２. セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業損失（△）と調整を行っております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成27年１月１日
至　平成27年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成28年１月１日
至　平成28年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期

純損失金額（△）
81円08銭 △75円37銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額又は親

会社株主に帰属する四半期純損失金額（△）

（百万円）

1,355 △1,260

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額又は親会社株主に帰属する四半期純損

失金額（△）（百万円）

1,355 △1,260

普通株式の期中平均株式数（千株） 16,722 16,722

　（注）前第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。当第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、

１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 

（重要な後発事象）

　　該当事項はありません。

 

 

２【その他】

平成28年８月９日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）配当金の総額………………………………………83百万円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………５円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成28年９月５日

（注）　平成28年６月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払を行いました。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年11月２日

第一精工株式会社

取締役会　御中

 

有限責任監査法人トーマツ

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 安　藤　泰　蔵　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 尾　仲　伸　之　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている第一精工株式会
社の平成28年１月１日から平成28年12月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成28年７月１日から平成
28年９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成28年１月１日から平成28年９月30日まで）に係る四半期連結財務
諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ
ビューを行った。
 
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財
務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を
作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する
結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し
て四半期レビューを行った。
　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質
問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
監査人の結論
　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、第一精工株式会社及び連結子会社の平成28年９月30日現在の財政状態
及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要
な点において認められなかった。
 
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報
告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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